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第１章 調査の概要 

第1節 調査の目的 

 本調査は、平成20年度における県内の産業廃棄物の発生及び処理状況の実態を調査し、状況把握

と将来予測を行い、廃棄物の適正処理の確保を図るための基礎資料を得ることを目的とする。 

 

第2節 調査に関する基本的事項 

1. 調査対象期間 

平成20年4月1日から平成21年3月31日までの1年間 

 

2. 調査対象廃棄物 

調査対象廃棄物は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という）及び

同法施行令に定める産業廃棄物とし、以下に示す。 

なお、汚泥、廃油、廃プラスチック類、がれき類については、（  ）内に示す細区分で調査した。 

表1-2-1 調査対象廃棄物 

 調査対象廃棄物   （  ）内は細区分 

産 

業 
廃 

棄 

物 

・燃え殻 

・汚泥 （有機性汚泥、無機性汚泥、建設汚泥、上水汚泥、下水汚泥） 

・廃油 （一般廃油、植物性油脂、廃溶剤、固形油、油でい） 

・廃酸  

・廃アルカリ  

・廃プラスチック類 （廃プラスチック、廃タイヤ） 

・紙くず 

・木くず 

・繊維くず 

・動・植物性残さ 

・ゴムくず 

・金属くず     

・ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず [以下「ガラスくず等」と略す]

・鉱さい 

・がれき類 （コンクリート片、廃アスファルト、その他） 

・ばいじん 

・動物のふん尿 

・その他産業廃棄物 

特
別
管
理 

産
業
廃
棄
物 

・廃油（揮発性油、灯油類、軽油類） 

・廃酸（pHが2.0以下のもの） 

・廃アルカリ（pHが12.5以上のもの） 

・感染性廃棄物 

・特定有害産業廃棄物（廃石綿、廃石綿以外） 
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また、有償物、廃棄物等については下記に示す取り扱いを行った。 

 

 (1) 法令上廃棄物とならないものも、今後の社会状況の変化によっては産業廃棄物となる可能性

があるため、今回の調査対象に含めた。 

 (2) 紙くず、木くず、繊維くず及び動植物性残さについては、廃棄物処理法施行令での指定業種

の事業所から発生したもののみを調査の対象とした（廃棄物処理法施行令 第2条による）。産

業廃棄物と指定業種の関係を表1-2-2に示す。 

（3）平成19年9月7日に公布された「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する

政令」により変更があり、平成20年4月1日からは、現在、事業系一般廃棄物となっている木く

ずのうち、「物品賃貸業に係る木くず」及び「貨物流通のために使用したパレット（パレット

への貨物の積付けのために使用したこん包用の木材を含む。）に係る木くず」が産業廃棄物と

して追加されることになりましたが、平成21年3月31日までは経過措置が設けられていること、

前回調査（平成16年度実績）との比較ができないことなどの理由により、今回の調査対象から

は除外した。 

 

表1-2-2 産業廃棄物と指定業種の関係 

産業廃棄物 指 定 業 種 

紙くず 

建設業に係るもの(工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものに限

る。）、パルプ、紙又は紙加工品の製造業、新聞業（新聞巻取紙を使用し

て印刷発行を行うものに限る。）、出版業（印刷出版を行うものに限る。）、

製本業及び印刷物加工業に係るもの並びにPCBが塗布され、又は染み込んだ

ものに限る。 

木くず 

建設業に係るもの(工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものに限

る。）、木材又は木製品の製造業(家具の製造業を含む。）、パルプ製造業

及び輸入木材の卸売業に係るもの並びにPCBが染み込んだものに限る。 

繊維くず 

建設業に係るもの(工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものに限

る。）、繊維工業(衣服その他の繊維製品製造業を除く）に係るもの及びPCB

が染み込んだものに限る。 

動植物性残さ 
食料品製造業、医薬品製造業又は香料製造業において原料として使用した

動物又は植物に係る固形状の不要物 

 

 (4) 酸性又はアルカリ性を呈する排水であって、これを公共水域へ放流することを目的として事

業所で中和処理を行っている場合には、中和処理後に生じた汚泥を発生量とした。 

(5)自社で廃棄物を焼却処理した後に発生した燃え殻は、焼却処理前の廃棄物量を発生量とした。 

(6) 含油排水であって、これを自社で油水分離しているものについては、油水分離後に生じた廃

油（浮上物）と汚泥（沈でん物）とに分けて、各々を発生量とした。 

 (7)混合廃棄物等の表1-2-1調査対象廃棄物の区分が困難なものについては、その他の産業廃棄物

として集計した。 
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3. 調査対象業種 

  調査対象業種は、日本標準産業分類（「平成19年11月改訂」総務省）での分類が最新となるが、

前回調査と比較参照するため、本調査では日本標準産業分類（「平成14年3月改訂」総務省）に

記載された分類を基本に、産業廃棄物の排出量等を勘案し、表1-2-3に示す業種とした。 

  なお、本報告書では、業種名称を表1-2-3に示す略称で記述する。 
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4. 調査対象地域 

調査対象地域は、三重県全域とした。 

 なお、本調査においては、三重県内を次の9地域に区分して調査した。 

表1-2-4 地域区分表 

地域 構成市町村名 

 桑名・員弁地域 桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町 

 四日市地域 四日市市、菰野町、朝日町、川越町 

 鈴鹿・亀山地域 鈴鹿市、亀山市 

 津地域 津市 

 松阪・紀勢地域 松阪市、多気町、明和町、大台町 

 伊勢志摩地域 伊勢市、鳥羽市、志摩市、玉城町、度会町、南伊勢町、大紀町

 伊賀地域 伊賀市、名張市 

 尾鷲地域 尾鷲市、紀北町 

 熊野地域  熊野市、御浜町、紀宝町  

注）市町名は平成20年3月31日現在のものである。 
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図1-2-1 三重県地域区分図 
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表1-2-5 「発生量及び処理状況の流れ図」に係る用語の定義 

 項       目 定            義 

（Ａ）発生量  事業場内等で生じた産業廃棄物量及び有償物量 

（Ｂ）有償物量 
（Ａ）の発生量のうち、中間処理されることなく、他者に有償で売却

した量（他者に有償売却できるものを自己利用した場合を含む） 

（Ｃ）排出量 （Ａ）の発生量のうち、（Ｂ）の有償物量を除いた量 

（Ｄ）自己中間処理量 （Ｃ）の排出量のうち、自ら中間処理した廃棄物量で処理前の量 

（Ｅ）自己中間処理後量 （Ｄ）で中間処理された後の廃棄物量 

 （Ｅ1）自己中間処理後再生利用量 
（Ｅ）の自己中間処理後量のうち、自ら利用し又は他者に有償で売却

した量 

（Ｆ）自己減量化量 （Ｄ）の自己中間処理量から（Ｅ）の自己中間処理後量を差し引いた量

（Ｇ）自己未処理量 （Ｃ）の排出量のうち、自己中間処理されなかった量 

（Ｇ1）自己未処理自己再生利用量 
（Ｇ）の自己未処理量のうち、他者に有償売却できないものを自ら利

用した量 

（Ｇ2）自己最終処分量 （Ｉ）の自己最終処分量のうち、自己未処理で自己最終処分された量 

（Ｇ3）委託中間処理量 （Ｌ）の委託中間処理量のうち、自己未処理で委託中間処理された量 

（Ｇ4）委託直接最終処分量 
（Ｏ）の委託直接最終処分量のうち、自己未処理で委託直接最終処分

された量 

 

（Ｇ5）その他量 （Ｊ）のその他の量のうち、自己未処理でその他となった量 

（Ｈ）搬出量 
（Ｉ）の自己最終処分量、（Ｊ）のその他の量、（Ｋ）の委託処理量

の合計 

（Ｉ）自己最終処分量 自己の埋立地に処分した量 

（Ｊ）その他量 保管されている量、又はそれ以外の量 

（Ｋ）委託処理量 中間処理及び最終処分を委託した量 

（Ｌ）委託中間処理量 （Ｋ）の委託処理量のうち、処理業者等で中間処理された量 

（Ｍ）委託中間処理後量 （Ｌ）で中間処理された後の廃棄物量 

（Ｍ1）委託中間処理後再生利用量 
（Ｍ）の委託中間処理後量のうち、処理業者等で自ら利用し又は他者

に有償で売却した量  

（Ｍ2）委託中間処理後最終処分量 （Ｍ）の委託中間処理後量のうち、最終処分された量 

（Ｎ）委託減量化量 
（Ｌ）の委託中間処理量から、（Ｍ）の委託中間処理後量を差し引いた

量 

（Ｏ）委託直接最終処分量 
（Ｋ）の委託処理量のうち、処理業者等で中間処理されることなく最

終処分された量 

（Ｐ）委託最終処分量  処理業者等で最終処分された量 

（Ｑ）最終処分量  排出事業者と処理業者等の最終処分量の合計 

（Ｒ）再生利用量  排出事業者、又は処理業者等で再生利用された量 

（Ｓ）資源化量 （Ｂ）の有償物量と（Ｒ）の再生利用量の合計 

（Ｔ）減量化量  排出事業者、又は処理業者等の中間処理により減量された量 
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第3節 調査の方法 

1. 調査方法の概要 

調査は、郵送調査、及び県保有の既存資料調査により実施した。回答を得た産業廃棄物の発生及び処

理状況に関する内容と各事業所の規模を示す「製造品出荷額等」等の活動量指標を基に、県内の産業廃

棄物の総発生量等を推計した。 

 本調査においては、排出業種の特性等を勘案し、各業種毎に表1-3-1に示す調査方法を基本とした。 

 

表1-3-1 調査方法 

調査方法 

アンケート調査  

 

業  種 

全数調査注1） 標本調査注2)
資料調査注3）

 

備     考 

農業   ○  

鉱業 ○    

建設業  ○   

製造業  ○   

電気・水道業 ○ 
  大規模火力発電所、ガス製造所、上・下

水処理場の全施設に対して調査を実施。

運輸業・通信業  ○   

卸・小売業  ○   

サービス業  ○   

医療業（病院） ○ ○ 
 病院は、全数抽出であるが、それ以外の

医療業は標本抽出。 

 

注1）全数調査とは、産業廃棄物の発生量及び処理状況の実態をより正確に把握するために特定の業種及び事業所等の全数に対し、その

発生量及び処理状況の実績量を把握する方法 

注2）標本調査とは、調査対象業種に分類される事業所から一部の調査事業所を抽出し、この抽出された排出事業者からの回答や事業所

への聞き取りに基づいて産業廃棄物の実態を把握する方法 

注3）資料調査とは、関係部局又は関連機関等が調査した発生量及び処理状況の資料を引用し、実態を把握する方法 
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2. 標本調査 

  

調査は、アンケート調査（郵送）及び、県の定める産業廃棄物適正管理推進マニュアルに基づき提出

された、調査対象期間における「産業廃棄物適正管理計画の実施状況票」（以下「適正管理計画調査票」）

により行った。 

 産業廃棄物の発生及び処理状況に関する内容と産業廃棄物の発生量に関連する活動量指標（建設業に

おける「元請完成工事高」、製造業における「製造品出荷額等」等）を基に、県内の産業廃棄物の総発

生量等を推計した。 

 

 (1) 調査対象事業所の抽出方法 

 抽出の方法は、「平成18年 事業所・企業統計調査報告」（以下「事業所統計調査」）を基に、業

種別・従業者規模別等に事業所を層別し、これらの各層ごとに実施した。 

 なお、「適正管理計画調査票」を提出した多量排出事業者等（以下「多量排出事業者等」）は、別

途県に報告があるため、郵送アンケート調査の対象事業所より除外した。 
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表1-3-2 調査対象事業所の抽出方法 

 業種 抽出方法等 

大分類 中小分類   

鉱業 全業種 事業所・企業統計調査に登録された事業所を全数抽出 

建設業 全業種 

事業所・企業統計調査に登録された事業所を抽出 

・資本金 3千万円以上：全数抽出 

・資本金 5百万円から3千万円未満：無作為抽出 
注）県外に本社を有する企業については、別途既存名簿より抽出 

製造業 全業種 

事業所・企業統計調査に登録された事業所を抽出 

・従業者数 30人以上：全数抽出 

・従業者数 30人未満：無作為抽出 
注）無作為抽出の抽出率は、業種中分類別に異なる 

電気・水道業 全業種 事業所・企業統計調査に登録された事業所を全数抽出 

出版社 

新聞社 

事業所・企業統計調査に登録された事業所を抽出 

・従業者数 5人以上：全数抽出 
情報通信業 

上記以外の 

情報通信業 
・従業者数 50人以上：全数抽出 

運輸業 

鉄道業 

道路旅客運送業 

道路貨物運送業 

事業所・企業統計調査に登録された事業所を抽出 

・従業者数 30人以上：全数抽出 

・従業者数 30人未満：無作為抽出 

自動車小売業 

燃料小売業 

事業所・企業統計調査に登録された事業所を抽出 

・従業者数 30人以上：全数抽出 

・従業者数 30人未満：無作為抽出 卸・小売業 

各種商品卸売業 

各種商品小売業 
・従業者数 30人以上：全数抽出 

不動産業 全業種 
事業所・企業統計調査に登録された事業所を抽出 

・従業者数 30人以上：全数抽出 

一般飲食店 

事業所・企業統計調査に登録された事業所を抽出 

・従業者数 30人以上：全数抽出 

・従業者数 30人未満：無作為抽出 飲食店、宿泊業 

上記以外の 

飲食店・宿泊業 
・従業者数 30人以上：全数抽出 

病院 事業所・企業統計調査に登録された事業所を全数抽出 

医療・福祉 一般診療所、 

歯科診療所 

・従業者数 100人以上：全数抽出 

・従業者数 100人未満：無作為抽出 

サービス業 

洗濯業 

自動車整備業 

学術・開発研究機関 

写真業 

事業所・企業統計調査に登録された事業所を抽出 

・従業者数 30人以上：全数抽出 

・従業者数 30人未満：無作為抽出 

 
注）従業者数30人以上の事業所については、一般的に産業廃棄物を多量に排出する可能性が高く、また、本アンケート調査を通して 

産業廃棄物の排出、処理に関する認識を深めていただくこと等を考慮し、その全数を調査対象とした。 
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(2) アンケート調査項目 

 調査の項目は、以下の3項目とした。 

 1) 事業所の属性：事業所名、業種名、産業廃棄物発生の有無、活動量指標等 

2) 産業廃棄物の発生量等：産業廃棄物の発生から処理に至る量及び方式等 

3) 産業廃棄物に関する意識等：産業廃棄物処理に関する意識や活動実態等 

  （調査票の項目及び形式の詳細は、巻末参考資料を参照） 

 

 (3) 排出原単位の算出と調査対象全体の排出量の推計 

1) 排出原単位の算出 

 排出原単位は、アンケート調査等によって得られた標本の業種別の産業廃棄物量と業種別の集計

活動量指標から、表1-3-3に示すＡ式により単位活動量当たりの産業廃棄物排出量（排出原単位）を

算出した。  

 

2) 調査対象全体の排出量の推計 

 1)で算出された排出原単位と、業種別の調査対象全体（母集団）における調査当該年度の活動量

指標を用いて、表1-3-3に示すＢ式によって調査対象全体の産業廃棄物の排出量を推計した。 

 

表1-3-3 排出原単位と排出量の推計の概念 

① 排出原単位の算出 

 Ａ式  α＝Ｗ／Ｏ    α ：産業廃棄物の排出原単位 

                          Ｗ ：標本に基づく集計産業廃棄物排出量 

                          Ｏ ：標本に基づく集計活動量指標 

② 調査対象全体の排出量の推計 

  Ｂ式  Ｗ’＝α×Ｏ’  Ｗ’：調査当該年度の推計産業廃棄物排出量 

                    Ｏ’：調査当該年度の母集団の活動量指標 

 

 

(3) 活動量指標 

 標本調査対象業種にて、母集団（県全体）の推計に用いた活動量指標は、次のとおりである。 

表1-3-4 業種別の活動量指標 

産業分類 活動量指標等 出    典 

鉱業 

建設業 

製造業 

運輸・通信業 

卸・小売業 

サービス業 

医療業 

従業者数 

元請完成工事高 

製造品出荷額等 

従業者数 

従業者数 

従業者数 

病床数 

平成18年 事業所・企業統計調査報告 （総務省） 

平成19年度 建設工事施工統計調査報告 （国土交通省） 

三重の工業 （平成19年 三重県）  

平成18年 事業所・企業統計調査報告 （総務省） 

平成18年 事業所・企業統計調査報告 （総務省） 

平成18年 事業所・企業統計調査報告 （総務省） 

平成19年度 医療施設調査 
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第4節 調査結果の利用上の留意事項 

1. 産業廃棄物の種類の区分（中間処理に伴う種類区分の変更） 

  本報告書では、産業廃棄物の種類を2段階で設定している。 

 

第1段階 発生時点の種類 

第2段階 排出事業者の中間処理により、変化した処理後の種類 

  例 木くず → （焼却） → ［燃え殻］ 

  

種類の変換は、アンケート調査で回答された中間処理方法と廃棄物の組み合わせによって電算

処理で行った。 

  なお、本報告書では、図表中の表現により種類を変換しない集計を用いたものがあるため、こ

の場合においては、「種類：無変換」と表示している。 

 

 

2. 建設業の地域区分 

建設業の推計を行うために、活動量指標として元請完成工事高を用いたが、建設業の事業特性

上、この母集団の活動量指標は県全体値のみが入手可能であり、地域別の値は公表されていない。  

そのため、建設業の場合、原単位法に基づく推計は県全体についてのみ可能である。 

  したがって、本報告書では、産業廃棄物発生量等について、建設業の全体量を地域別の人口で

按分することにより、各地域の量を算出した。 

 

 

3. 単位と数値に関する処理 

(1) 単位に関する表記方法 

 本報告書の調査結果表では、すべて平成20年度1年間の量であることを示すため、図表の単位

は「千ｔ/年」で表示しているが、文章中では原則として「千ｔ」で記述している。 

(2) 数値の処理                                        

 本報告書に記載されている重量（千ｔ表示）及び構成比（％）等の数値は、四捨五入している

ために、総数と個々の合計とは一致しない場合がある。 

(3) 表中の空欄は該当値のないもの、「0」表示は500ｔ/年未満であることを示している。 

 

 

4. 農業、鉱業の取り扱い 

農業、鉱業から排出される産業廃棄物の処理・処分状況は他業種と異なり、農業からの家畜ふ

ん尿は農地還元に、鉱業からの砂利洗浄汚泥は砂利採取跡地への埋め戻しをする等、産業廃棄物

の中間処理あるいは最終処分といった処理体系に区分することが困難であるため、第2章から第3

章までの内容から除いている。 
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第5節 標本抽出・回収結果 

 

三重県内に所在する総事業所数61,217件（平成18年度事業所・企業統計調査）の総母集団から、

産業廃棄物が比較的多量に発生する業種を選定し、アンケート調査により各母集団から発生する産

業廃棄物の推計を実施した。 

 

 今回のアンケート調査の対象となる総母集団事業所数は61,217件である。 

 このうち、業種特性、規模別特性等を考慮し設定した業種別、従業者規模別の抽出率を基に､6,056

件を抽出（抽出率9.9%）し、アンケート調査を実施した。 

 

 回収された調査票は､2,581件（回収率42.6%）であり、このうち廃業及び休業等、また、活動量

指標の記載がないため無効となった調査票を除いた有効調査票は1,874件（有効回答率30.9%）であ

る。 

 

 抽出及び回収結果は、表1-5-1のとおりである。 
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表1-5-1 標本抽出及び回収結果 

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L)

調査対象
事業所数

有効発送
事業所数

抽出率
回 収
事業所数

回収率
有 効
調査票

集計活動
量指標値

母集団の
活動量指

標値

指標カ
バー率

集 計
廃棄物量

推 計
廃棄物量

廃棄物量
の補足率

(B)/(A) (D)/(B) (G)/(H) （千ｔ/年） （千ｔ/年） (J)/(K)

鉱業含む総合計 61,217 6,056 9.9% 2,581 42.6% 1,874 - - - 5,108 9,176 55.7%

鉱業 63 63 100.0% 37 58.7% 27 266 743 35.8% 801 1,586 50.5%

総合計 61,154 5,993 9.8% 2,544 42.4% 1,847 - - - 4,307 7,590 56.7%

建設業 9,295 978 10.5% 461 47.1% 284 32,923 73,586 44.7% 885 2,049 43.2%

製造業 8,661 2,603 30.1% 1,055 40.5% 810 641,337 1,143,458 56.1% 2,643 4,730 55.9%

食料品 1,001 311 31.1% 121 38.9% 93 30,961 39,080 79.2% 165 239 69.0%

飲料・飼料 297 56 18.9% 18 32.1% 20 5,034 7,327 68.7% 33 49 68.4%

繊維 227 49 21.6% 19 38.8% 16 1,890 3,530 53.5% 7 9 74.0%

衣服 281 66 23.5% 23 34.8% 13 984 2,514 39.1% 0 1 38.0%

木材 542 94 17.3% 30 31.9% 25 1,741 4,923 35.4% 8 37 21.0%

家具 415 65 15.7% 21 32.3% 15 1,223 4,137 29.6% 4 14 27.1%

パルプ・紙 150 46 30.7% 24 52.2% 19 5,399 9,086 59.4% 285 359 79.3%

出版・印刷 370 73 19.7% 17 23.3% 14 2,601 5,130 50.7% 5 7 69.8%

化学 169 97 57.4% 65 67.0% 47 76,074 120,126 63.3% 622 764 81.4%

石油・石炭 23 23 100.0% 10 43.5% 7 70,956 72,869 97.4% 36 37 97.3%

プラスチック 315 133 42.2% 52 39.1% 43 21,189 33,955 62.4% 63 88 71.0%

ゴム 137 56 40.9% 25 44.6% 18 17,155 23,843 71.9% 27 37 72.3%

皮革 14 14 100.0% 5 35.7% 4 13 209 6.1% 0 0 0.0%

窯業・土石 621 165 26.6% 101 61.2% 77 17,637 37,436 47.1% 172 678 25.3%

鉄鋼 174 60 34.5% 23 38.3% 18 4,181 13,230 31.6% 17 59 28.5%

非鉄金属 88 33 37.5% 17 51.5% 15 29,573 50,083 59.0% 447 709 63.1%

金属 975 252 25.8% 90 35.7% 71 11,314 35,707 31.7% 26 76 34.8%

一般機械 1,010 288 28.5% 108 37.5% 85 33,635 95,037 35.4% 253 415 61.0%

電気機械 451 192 42.6% 78 40.6% 62 41,128 61,075 67.3% 22 29 75.7%

情報通信機械 53 31 58.5% 11 35.5% 7 4,700 6,958 67.6% 1 1 67.0%

電子部品 214 131 61.2% 53 40.5% 37 148,411 236,587 62.7% 297 511 58.2%

輸送用機械 643 250 38.9% 98 39.2% 70 114,518 264,847 43.2% 152 607 25.1%

精密機械 50 44 88.0% 17 38.6% 11 123 530 23.2% 0 0 19.8%

その他 441 74 16.8% 29 39.2% 23 897 15,237 5.9% 0 2 5.5%

電気・水道業 79 79 100.0% 78 98.7% 78 - - 100.0% 760 760 100.0%

電気業 10 10 100.0% 9 90.0% 9 - - 100.0% 137 137 100.0%

ガス業 6 6 100.0% 6 100.0% 6 - - 100.0% 0 0 100.0%

上水道業・工業用水道業 29 29 100.0% 29 100.0% 29 - - 100.0% 560 560 100.0%

下水道業 34 34 100.0% 34 100.0% 34 - - 100.0% 64 64 100.0%

情報通信業 376 47 12.5% 26 55.3% 18 1,814 3,912 46.4% 1 1 46.4%

運輸業 1,269 365 28.8% 172 47.1% 137 14,804 39,425 37.5% 2 3 50.4%

卸・小売業 23,001 1,020 4.4% 365 35.8% 309 19,306 63,939 30.2% 11 36 32.0%

卸売業 4,120 159 3.9% 80 50.3% 69 4,194 8,354 50.2% 5 10 50.2%

小売業 18,881 861 4.6% 285 33.1% 240 15,112 55,585 27.2% 7 26 25.3%

不動産業 3,391 4 0.1% 1 25.0% 0 0 1,060 0.0% 0 0 0.0%

医療・福祉 2,086 312 15.0% 198 63.5% 79 16,169 21,254 76.1% 4 6 74.2%

サービス業 12,996 585 4.5% 188 32.1% 132 4,691 58,303 8.0% 1 5 14.3%

洗濯業 1,025 49 4.8% 16 32.7% 12 352 4,430 7.9% 0 2 3.9%

飲食店、宿泊業 10,503 379 3.6% 116 30.6% 75 3,787 47,429 8.0% 1 3 19.1%

自動車整備業 1,266 133 10.5% 44 33.1% 34 262 5,123 5.1% 0 0 12.2%

学術・開発研究機関 63 19 30.2% 10 52.6% 10 285 729 39.1% 0 0 10.7%

写真業 139 5 3.6% 2 40.0% 1 5 592 0.8% 0 0 0.0%

項 目

業種区分

 
注1）活動量指標は、建設業は元請完成工事高(千万円)、製造業は製造品出荷額等(千万円)、医療業は病床数(床）、 

その他の業種は従業者数(人) 

注2）元請完成工事高は平成19年度、製造品出荷額等のうち従業者数4人以上は平成19年度、1～3人は平成17年度、病床数は平成19年度、 

従業者数は平成18年度の値 

 

 

 

 

 

 

 


